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平
成
18
年
４
月
か
ら
、
障

害
施
策
が
大
き
く
変
わ
り
、

地
域
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

よ
う
に
と
改
革
さ
れ
た
施
策

が
、
障
害
者
に
と
っ
て
今
大

き
な
経
済
的
負
担
と
な
り
、
生

活
を
圧
迫
し
て
い
る
。
具
体

的
に
は
、
利
用
者
の
１
割
負
担
、

食
費
・
光
熱
費
の
負
担
、
医

療
費
の
１
割
負
担
、
補
装
具
・

日
常
生
活
用
具
の
１
割
負
担
、

日
常
生
活
に
掛
か
る
費
用
の

実
費
な
ど
、
以
前
に
比
べ
大
き

く
生
活
が
変
わ
っ
た
。
特
に
、

中
程
度
以
上
の
障
害
者
に
掛

か
る
医
療
費
の
比
率
が
高
く
、

大
変
な
負
担
で
あ
る
。
医
療

費
や
各
種
費
用
負
担
に
つ
い

て
の
減
免
等
、
財
政
的
な
措

置
は
行
え
な
い
か
。

　
こ
れ
ま
で
国
及
び
県
の
動

向
を
注
視
し
て
い
た
が
、
見

直
し
予
定
の
平
成
21
年
ま

で
の
対
策
と
し
て
、
低
所
得

者
層
や
障
害
児
を
養
育
す
る

若
年
世
帯
の
家
計
に
与
え
る

影
響
へ
の
激
変
緩
和
を
目
的

と
し
た
、
町
独
自
の
負
担
軽

減
措
置
を
検
討
し
た
い
と
考

え
て
い
る
。
ま
た
、
県
単
位

で
実
施
し
て
い
る
重
度
心
身

障
害
者
医
療
費
事
業
に
つ
い

て
は
、
安
定
的
で
継
続
可
能

な
制
度
を
目
的
と
し
て
、
今

年
８
月
よ
り
一
部
負
担
金
を

導
入
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、

当
面
制
度
廃
止
は
な
い
も
の

と
認
識
し
て
い
る
。 
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（福垣内議員） 

　
権
限
と
財
源
の
受
け
入

れ
に
は
、
あ
る
程
度
の
人

口
規
模
が
必
要
だ
が
、
そ

う
い
っ
た
地
方
分
権
を
進

め
る
観
点
か
ら
の
合
併
を

ど
う
考
え
て
い
る
か
。

Q　
政
府
は
地
方
分
権
や
道

州
制
特
区
に
関
す
る
法
整

備
を
進
め
る
な
ど
、
道
州

制
導
入
に
向
け
環
境
を
整

え
て
い
る
。
市
町
村
の
役

割
が
増
大
す
る
道
州
制
の

本
格
導
入
に
際
し
て
は
、

合
併
等
に
よ
り
行
政
体
制

の
再
構
築
が
求
め
ら
れ
る

が
、
今
後
政
府
が
策
定
す

る
道
州
制
ビ
ジ
ョ
ン
や
制

度
設
計
等
を
踏
ま
え
た
検

討
が
必
要
な
こ
と
か
ら
、

本
町
の
合
併
の
方
向
性
を

示
す
に
は
時
期
尚
早
と
考

え
る
。
当
面
、
道
州
制
議

論
の
動
向
を
注
視
し
つ
つ

行
政
改
革
や
県
か
ら
の
権

限
移
譲
に
引
き
続
き
取
り

組
み
、
行
政
執
行
能
力
や

住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に

努
め
る
。 

（
平
本
町
長
） 

A

　
三
位
一
体
の
改
革
が
熊
野
町

に
も
た
ら
し
た
変
化
は
。
国
庫

支
出
金
や
交
付
税
等
の
数
字
の

比
較
を
確
認
し
た
い
。

　
ま
た
、
財
源
移
譲
の
有
無
等
、

今
後
の
見
込
み
は
ど
う
か
。

Q　
改
革
の
影
響
に
つ
い
て
、
国

庫
補
助
負
担
金
の
削
減
で
は
、

平
成
15
年
度
と
平
成
18
年
度
の

比
較
で
、
約
２
億
円
の
減
額
と

な
っ
て
い
る
が
、
移
譲
が
行
わ

れ
る
平
成
19
年
度
ま
で
は
、
所

得
譲
与
税
で
ほ
ぼ
国
の
ベ
ー
ス

と
同
じ
く
同
額
が
移
譲
さ
れ
る

予
定
で
あ
る
。
税
源
移
譲
に
つ

い
て
は
、
平
成
19
年
度
に
個
人

町
民
税
の
税
率
が
一
律
６
％
に

改
正
さ
れ
る
た
め
、
同
年
度
に

お
い
て
の
税
収
は
増
額
に
な
る

と
見
込
ん
で
い
る
。 

　
な
お
、
交
付
税
の
推
移
に
つ

い
て
は
、
右
記
表
の
と
お
り
。 

（
立
花
総
務
課
長
） 

A

民
生
部
門
関
連
質
問 

地方分権について問う。 
 
影響は受けているが、引き続き行財政改革に取り組んでいく。 
 （平本町長、立花総務課長） 
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（大瀬戸議員） 

障害者自立支援法に対する負担軽減措置の実施を。 
 
段階的な負担軽減措置を検討する。  

（平本町長、内田福祉課長） 

Q

A

（山野議員） 

交付税総額（臨時財政対策 
債を含む）の推移について 

（※　百万円未満は切り捨て） 

平成15年度 

平成16年度 

平成17年度 

平成18年度 

交付税総額 

23億5,400万円 

19億4,000万円 

17億8,700万円 

15億9,900万円 

年　度 


